
法務省　令和４年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

区分 分野

総務省、法務
省、農林水産
省

126 森林法第10条の７
の２第１項、第191条
の２第１項、森林法
施行規則第７条、不
動産登記法第59
条、第76条の２（令
和６年４月施行の改
正法で新設）、地方
税法第382条

地方税法に基づく登記所から市町村長への通知に係
るオンラインによる提供について市町村の税務部局に
限らず林務部局でもオンラインで提供を受けることが可
能となれば、林務部局における迅速かつ効率的な登記
情報取得に繋がり、森林管理業務を円滑に進めること
ができる。
また、相続登記の申請が義務化された後に、相続によ
る森林所有者の変更の場合に限って森林法第10条の
７の２第１項に基づく市町村への届出を不要とすること
で、森林所有者にとっては二重の手続が解消されると
ともに、市町村にとっても届出に係る事務処理がなくな
ることから、双方にとって事務負担の軽減となる。
加えて、市町村から都道府県への森林所有者の迅速
な情報提供や、都道府県における情報の整理・更新・
市町村への更新データの提供の円滑化も図ることがで
きる。

現在、地方税法に基づく登記所から市町村長への通知に係るオンラインによる提供について
は、市町村の税務部局のみがその提供を受けることが可能となっていると理解している。当市で
は、登記所から通知された登記情報のうち森林所有者等に関するものについて、森林法第191
条の２第１項に基づく内部利用のため、税務部局がエクセルデータを作成し林務部局に送付して
いる。そのため、税務部局においてエクセルデータの作成等事務負担が生じているほか、林務
部局においては、新たな森林の土地の所有者情報の把握に時間を要し、速やかな変更手続事
務の履行ができずにいる。
また、令和６年４月施行の不動産登記法改正により相続登記の申請が義務化されることで、相
続による森林所有者等の変更に関する情報は必ず登記所から取得できるようになるため、相続
による森林所有者の変更の場合は、森林法第10条の７の２第１項に基づく市町村長への届出は
不要となると考える。また、売買や贈与等による森林所有者の変更の場合も、登記手続きがなさ
れていれば森林法第191条の２第１項に基づく内部利用を活用することで、相続と同様に登記所
から情報を取得することができる。現在当市では年間約100件の届出があるが、もし相続登記の
申請義務化後もこの届出義務を存置すれば、森林所有者にとっては二重の手続が義務付けら
れることとなるとともに、市町村にとっては届出に係る事務負担が引続き発生することとなる。

地方税法に基づく登記所か
ら市町村長への通知に係
るオンラインによる提供に
ついて、市町村の税務部局
に限らず、林務部局でもオ
ンラインで提供を受けるこ
とを可能とすることで、森林
所有者等の氏名その他の
森林所有者等に関する登
記情報を、林務部局が、税
務部局を介さず直接取得で
きることとすることを求め
る。
また、令和６年４月施行の
不動産登記法改正により
相続登記の申請が義務化
された際には、登記手続が
された森林所有者の変更
について、森林法第10条の
７の２第１項に基づく市町
村長への届出を不要とする
ことを求める。

地方税法に
基づく登記所
から市町村
長への通知
に係るオンラ
インによる提
供について
市町村の林
務部局でも提
供を受けるこ
とを可能とす
ること及び相
続登記義務
化に伴う森林
土地所有者
の変更届出
の見直し

11_その他 登記情報に変更があるたびに登記所から変更情報を通知するもので
はないが、不動産登記情報そのものについては、現行制度において
も、森林法第191条の２第２項の規定に基づき、市町村の林務部局は、
森林法の施行のため必要があるときは、登記所から税務部局を介さず
直接、必要な登記情報の提供を求めることが可能となっており、また、
「登記情報等の電子データによる提供について」（平成23年９月１日付
け林野庁計画課長通知）のとおり、登記所から登記情報そのものにつ
いては電子データによる提供も可能となっている。
なお、現在の運用では、森林法第191条の２第１項の規定に基づき、
「森林法に基づく行政機関による森林所有者等に関する情報の利用等
について」（平成23年４月22日付23林整計第26号林野庁長官通知）に
より、市町村の林務部局は、税務部局から、森林所有者等に関する登
記情報（登記所が税務部局に提供したもの）を取得することが可能と
なっているところ、当該林野庁長官通知に基づく市町村内の内部利用
に、いかなる不都合、隘路が生じているのかが具体的に明らかでなく、
その課題や解決策を検討することができないため、内部利用の際の具
体的不都合、隘路の内容をご教示いただきたい。
また、森林法第10条の７の２第１項に基づく森林の土地の所有者となっ
た旨の届出（以下「森林所有者届出」という。）については、同法に基づ
く行政指導等を的確に行うため、市町村が森林の土地の所有者の実
態を迅速に把握する必要があることから設けられているものである。こ
のため、令和６年から義務化される相続登記の申請期限は３年である
一方、森林所有者届出の期限は90日としているところであり、森林所
有者届出を廃止すれば、森林の土地の所有者の実態把握に支障を生
じるため、困難である。さらに、相続登記は義務化されるものの、その
他の登記は申請時期も含めて引き続き任意であることを踏まえれば、
森林所有者届出を廃止すれば、森林の土地の所有者の実態把握に支
障を生じるため、困難である。

○森林の土地の所有者届出書制度が創設された理由は、森林整備に不可欠な森林の土地の所有者の把握を進
めることであると認識している。しかし、当市の林地台帳の整備においては、税務部局から課税情報を取得し更新
を行っているため、森林の土地の所有者届出書の情報を反映させていない。
また、当市における森林の土地の所有者届出書の届出件数は180件であり、案内や処理に時間を要し業務負担と
なっている。森林所有者にとっても、法務局へ登記したにもかかわらず、同様の届出を作成し提出することは、二重
の負担となっている。

花巻市、秋田
県、郡山市、
桶川市、新潟
県、金沢市、
長野県、豊田
市、滋賀県、
枚方市

福井市、福
井県

森林法第191条の２第２項に基づき、登記所から登記情報の電子デー
タによる提供を受けることも可能ではあるが、提供依頼に当たって紙
ベースの申出書と記録媒体（CD－R、USBメモリ等）を管轄登記所に提
出することとなっており、提供依頼に係る事務負担や記録媒体の紛失
のリスクが生じるため、当市においては、地方税法に基づいて登記所
から市町村長へ通知される登記情報を活用している。
内部利用における具体的不都合、隘路としては、まず、税務部局から
林務部局へのデータ提供を可能にするためには、登記所から提供され
た登記情報を市町村税務システムに取り込む必要がある。登記所の
登記システムと市町村税務システムの仕様の違いによりデータ連携が
困難であるため、取り込み作業は手入力で行っており、当市の場合、
税務部局の職員が所有者、住所、地番、登記年月日等のデータを入力
している（30時間程度/週）。
また、「相続登記義務化に伴う森林土地所有者の変更届出の見直し」
について、森林所有者届出のすべての廃止を求めるものではなく、相
続登記義務化後、森林所有者届出期限である90日以内に相続登記を
済ませた森林所有者については、森林所有者届出を不要とすること
で、申請者の負担軽減を図ることが提案の趣旨である。このことから、
ご指摘の相続登記と森林所有者届出との申請期限のズレにより実態
把握が困難になるような事態は生じえないと考える。さらに、相続以外
の登記手続についても、所有権登記がなされた場合には同様に把握
が可能であることから、この場合も森林所有者届出を不要とすることが
可能であり、申請者の負担軽減に資すると考える。

33 B　地方に対
する規制緩
和

11_その他 戸籍事務のう
ち届書の受
領行為につ
いて、市町村
職員が常駐
せずとも民間
事業者に業
務委託するこ
とが可能であ
ることの取扱
いを全国統
一のものとす
ること

戸籍法に基づく戸籍事務の
うち届書の受領行為を民間
事業者に業務委託すること
について、平成25年３月28
日付法務省通知では不測
の事態等に際しての対応
のために市町村職員が業
務実施官署内に常駐する
ことを要件としている。
平成27年１月30日付閣議
決定では、不測の事態にお
ける体制等が確保されてい
ると法務局が判断する場合
に限り、同一施設内に市町
村職員が常駐しない形態
での業務委託も可能である
とされているが、法務局の
判断基準が明確でないこと
から、全国統一の取扱いと
するよう、市町村の実態に
即した見直しを求める。

本提案は、戸籍届書の受領行為について、閉庁時間のうちの夜間時
間帯において、不測の事態等に際し、市町村職員自らが庁舎に駆けつ
けるなど臨機適切な対応を行うことができる体制を確保している状態で
あれば、市町村の職員が常駐していなくても、民間事業者へ業務委託
することを可能とする取扱いを、全国統一のものとして見直すことを求
めるものである。
閉庁時間のうち夜間時間帯においては年間を通じ受領件数が少なく、
市町村職員が常駐していないことにより、民間委託業務の不適正な運
営や戸籍法上の問題や住民に与える不利益は生じておらず、支障とな
る事案を示していただきたい。
現行制度において、管轄法務局の了承を得た中で、閉庁時間のうち夜
間時間帯に市町村職員が常駐していなくても、戸籍届書の受領行為を
民間事業者へ業務委託をしている他県市町村の事案を確認している。
片や同様の運用をしているにもかかわらず、当町管轄法務局では是正
案件とされていることは、法定受託事務を処理する上で、公平性に欠
ける実態がある。
法定受託事務である戸籍事務の取扱いが全国統一ではなく管轄法務
局の裁量としていることは、市町村が事務を処理する上で、住民サービ
スに影響が及ぶほど大いに支障が生じている。
以上から、戸籍届書の受領行為について、全国統一のものとして見直
しをしていただきたい。
また、平成27年１月30日付閣議決定にある戸籍事務の一部民間事業
者への委託について、当該閣議決定以降、これまで取扱いが認められ
たものについて周知し、法務局の判断基準を明確にし、全国統一の取
扱いとするよう、全国市町村の実態に即した見直しを改めてお願いした
い。

B　地方に対
する規制緩
和

制度改正による効果
（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）

具体的な支障事例求める措置の具体的内容

【現行制度について】
平成25年３月28日付法務省民一第317号通知において、戸籍事務のうちの届書の受領行為に
ついては、市町村職員が業務実施官署内に常駐し不測の事態等に際しての臨機適切な対応を
行うことができる体制であれば民間事業者に業務委託することができるとされている。
当町の閉庁時間（夜間）の戸籍届書の受領については、町職員が庁舎に常駐することなく、庁舎
管理業務に含めて民間事業者に業務委託し、翌開庁日に戸籍事務所管課の職員が預かった届
書を確認し、事務を進めている。民間事業者が戸籍届書を受領する際に不測の事態が生じた場
合は、戸籍事務所管課職員と連携を図り、戸籍事務所管課職員自らが臨機適切な対応がとれる
体制を確保している。
【支障事例】
令和３年度の戸籍事務等の現地指導において、平成25年３月28日付法務省通知に基づいて、
現在の民間事業者への業務委託では、市町村職員が業務実施官署内に常駐しているという要
件に該当しないことから改善の指摘を受けている。
しかしながら、当町と同様の運用で所管の法務局の了承を得ている他県市町村の事案があるこ
とを確認したことを踏まえ、戸籍事務において全国統一の取扱いでないことは法定受託事務を処
理する上で支障がある。
【制度改正の必要性】
当町の閉庁時間（夜間）における戸籍届書の受領件数は、年間を通じ数件（令和３年度は６件）
と少ない実態において、市町村が直接雇用している職員を常駐させることは現状よりも多くの予
算を確保する必要があり、費用対効果が低いと考える。また、業務実施官署内に市町村職員が
常駐していないことで、住民に不利益を生じさせるケースが想定できないと考える。
【支障の解決策】
市町村の実態に即して、戸籍事務のうち届書の受領行為については、不測の事態等に際して市
町村職員が臨機適切な対応ができる体制を確保されている状態であれば、市町村職員が業務
実施官署内に常駐せずとも民間事業者に業務委託することが可能であることの取扱いを全国統
一のものとして見直すことで解決すると考える。

戸籍事務の一部を民間事業者に委託することにつき、市区町村から管
轄する法務局に対して相談があった場合において、当該委託の可否に
ついて疑義が生じた場合には、当省に照会されるところ、当省において
当該委託が可能と判断した場合には、当該内容を各法務局及び各市
区町村に対し、周知することとしたい。

○夜間休日中の届出数は平日の日中よりも少なく、０件の日のほうが多い。市職員の常駐は費用対効果が著しく
低いと考える。
○当市においても、休日又は執務時間外における戸籍届書の受領について、庁舎管理業務に含めて民間事業者
に委託したいと検討しているが、委託の導入にあたり市職員が業務実施官署内に常駐しなければならない点で苦
慮している。平成27年１月30日閣議決定にある同一施設内に職員が常駐しない形態でも臨機適切な対応を行うこ
とができると判断される体制について、明確な判断基準をお示しいただきたい。
○現在、当町では24時間職員が常駐し、戸籍の届出を受け付けているが、宿直業務の民間委託に向けて進んで
いる中で、懸案のように常に職員が受領する体制を維持するのは、人員的な面で難しい。どこの市町村も戸籍事
務に携わる人員の数は限られていることや、戸籍事務に従事する職員が受領をせずとも、翌開庁日には届出書の
中身を確認し、必要であれば修正のための来庁を促す等の対応をしており、受領時に戸籍事務に従事する職員が
いないことで住民を不利益にさせた事例はない。

花巻市、吉岡
町、川越市、
富士見市、練
馬区、八王子
市、山梨県、
豊中市、吉野
川市、長崎
市、熊本市、
大分県

大磯町、平
塚市、二宮
町、中井
町、大井
町、山北
町、開成
町、佐世保
市

法務省平成25年３月28日
付法務省民一第317
号通知、平成27年１
月30日付閣議決定
「平成26年の地方か
らの提案等に関する
対応方針」

市町村の実態に即した運用が可能になり、業務の効率
化及び住民サービスの向上につながる。
特に小規模自治体等においては、費用対効果の低い
業務への経費負担は、他の住民サービスへの予算に
影響を及ぼす可能性は大きい。

提案事項名
管理
番号

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解各府省からの第１次回答

提案区分

追加支障事例追加共同団体名その他（特記事項）団体名
制度の所管・関係

府省
根拠法令等



法務省　令和４年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

－ 【全国知事会】
提案団体の提案を考慮した検討を求める。
【全国町村会】
提案団体及び関係省庁間での情報共有及び引き続き協議いただくこと
を期待する。

森林法第191条の２第２項及び「登記情報等の電子データによる提供
について」（平成23年９月１日付け林野庁計画課長通知。以下「林野庁
計画課長通知」という。）の規定に基づき、登記所へ登記情報の電子
データでの提供を求めるに当たっては、書面による申出と記録媒体を
管轄登記所に提出する必要があることが支障とのことであるため、林
野庁計画課長通知を令和４年10月までに改正し、オンラインによる電
子データの提供を可能とする予定。
森林の土地の所有者となってから90日以内に登記を済ませた者につ
いて森林所有者届出を不要とすることに関しては、市町村が森林法に
基づく行政指導等を的確に行うためには、90日以内に森林の土地の所
有者の実態を把握する必要があるところ、現状、90日以内に登記され
た情報のうちの相当量について市町村の林務部局が入手するには90
日を超える日数を要すると考えられ、森林の土地の所有者の実態把握
に支障を生じるため、困難である。

通知等

５【法務省（４）】【農林水産省（５）（ⅰ）】
森林法（昭26法249）
森林所有者等の把握に関し必要な情報の提供を求める事務（191条の
２第２項）については、地方公共団体の事務負担を軽減するため、地方
公共団体の長が登記所に対して情報の提供を求めた場合には、当該
登記所からオンラインにより情報の提供を受けることを可能とし、地方
公共団体に通知する。
［措置済み（令和４年10月28日付け林野庁森林整備部計画課長通
知）］

５【法務省】
（１）戸籍法（昭22法224）
（ⅳ）戸籍事務の外部委託については、その一部を民間事業者に委託
する場合に、同一施設内に市区町村職員が常駐しない形態での業務
委託を可能とした事例を収集し、周知することが相当と考えられる事案
について、法務局及び地方法務局並びに市区町村に令和４年度中に
周知する。

業務委託が可能と認められるかは、個別的に判断されるものと考えら
れるが、法務局において業務委託が可能と判断した事例を収集の上、
周知することが相当と考えられる事例について周知することを検討した
い。

－【長崎市】
平成27年１月30日付閣議決定により貴省から示された対応方針は承
知しているところであるが、委託導入を検討するにあたり参考としたい
ため、事例が生じた際に周知くださるのではなく、貴省及び管轄法務局
が委託可能と判断する基準をお示しいただきたい。

対応方針の措置（検討）状況

令和５年３月２３日付け法務省
民事局民事第一課補佐官事務
連絡を発出し、周知した。

令和5年3月23日

令和４年の地方からの提案等に関する対応方針（令和４年12月20日閣議決定）記載内容各府省からの第２次回答提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）地方六団体からの意見各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解



法務省　令和４年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

区分 分野

制度改正による効果
（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）

具体的な支障事例求める措置の具体的内容提案事項名
管理
番号

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解各府省からの第１次回答

提案区分

追加支障事例追加共同団体名その他（特記事項）団体名
制度の所管・関係

府省
根拠法令等

228 B　地方に対
する規制緩
和

11_その他 戸籍情報連
携システムの
運用開始に
伴う住民票へ
の旧氏登録
時の添付書
類の見直し

戸籍情報連携システムの
運用開始により他市町村
が本籍の戸籍謄本等の参
照、出力が可能となる予定
のため、住民基本台帳法
施行令第30条の14第１項、
第３項にある、住民票に旧
氏記載を求める際に戸籍
謄本等その他総務省令で
定める書類の添付を求め
ている規定を廃止するこ
と。

【現行制度について】
戸籍謄本等を「添付」させることになっているため、原本の持参と提出が必要。
【支障事例】
婚姻届と同時に旧氏を登録したい場合、戸籍謄本等の添付が義務付けられているために、婚姻
届けの内容が反映された戸籍が出来上がってから戸籍謄本等を取得し、再度旧氏登録の手続
きに来庁する必要がある。
【制度改正の必要性】
デジタル手続きのワンスオンリーの原則に従い、戸籍謄本等の添付書類を削減する中、住記の
異動についても添付書類が必要な届出を削減する必要がある。戸籍事務内部での連携により、
他市町村が本籍の戸籍謄本が参照、出力できるようになれば戸籍謄本等の添付を必須とする
必要はないと考える。
また、事例として最も多い婚姻時の旧氏登録（直前の氏に限る）についても婚姻が反映された戸
籍謄本等の添付ではなく、戸籍謄本等の参照による確認で届出可能とすることで婚姻届と旧氏
登請求の同時提出が可能となり住民の利便性が向上すると考える。
【支障の解決策】
「当該旧氏がその者の旧氏であることを証する戸籍謄本等（戸籍法（昭和二十二年法律第二百
二十四号）第十条第一項に規定する戸籍謄本等をいう。第三項において同じ。）その他総務省
令で定める書面を添付して」を削除する。

婚姻時の旧氏登録等の戸籍届出と同時に行う旧氏登
録・変更請求の際に戸籍謄本等の添付がなくなること
で、戸籍届出の内容が反映された新たな戸籍の出来
上がりを待って再度来庁する必要がなくなり、戸籍届出
時の来庁１回で手続きが完結できる。また、戸籍届出と
同時ではない旧氏登録・変更請求の際にも、添付漏れ
により届出ができず再来庁することとなるリスクが軽減
される。

住民基本台帳法施
行令第30条の14第
１項、第３項、住民
基本台帳法施行規
則第43条

総務省、法務
省

茅ヶ崎市 水戸市、千葉
市、練馬区、
八王子市、京
都市、枚方
市、八尾市、
吉野川市、大
牟田市、久留
米市、熊本
市、宮崎市

○旧氏登録の手続きについて、事前に相談等がある場合は、戸籍謄本等が必要な旨案内しているが、本籍地以
外の方が直接来庁された場合は、再度来庁する必要があり、住民の負担が発生していると思われる。
○一方、求める措置では、戸籍法の一部改正に伴うシステム構築の結果、事務内連携で戸籍謄本を確認すること
で添付文書を省略できるものと想定されているが、婚姻届と同時に旧氏登録の手続きが行われた場合、その時点
では婚姻後の戸籍が作成されておらず、婚姻後の戸籍を確認することは困難である。そのため、婚姻届の受理を
もって旧氏登録の手続きを行うことを可能とする手法について、法的な整理が必要と思料する。

御提案にある戸籍事務内の連携は、戸籍法に定められた届出の際の
戸籍謄本等の添付を不要とするものであり、住民基本台帳法施行令に
定められた旧氏登録等事務において戸籍謄本等の添付を不要とする
ことはできないが、御提案の趣旨を踏まえつつ、どのような対応が可能
か、関係省庁と協議の上、検討を進めてまいりたい。

デジタル手続法のデジタル３原則、ワンスオンリーに従い取り組む中で
各省庁を跨いで、業務改革（BPR）に取り組む必要があると認識してい
る。
戸籍の情報は、住民基本台帳を整備・管理する上で非常に重要な情
報であり、また、市町村の事務においては戸籍の附票の作成等、戸籍
の届出の事務と住民基本台帳に関する事務が密接な関係であることを
踏まえ、戸籍情報連携システムの戸籍事務内連携について、戸籍事務
と同様に住民基本台帳事務に関しても情報を利用できるよう再度検討
していただきたい。
さらに、戸籍事務内連携の開始時期に合わせての実現に向けてご検
討いただきたい。
また、上記の戸籍情報連携システムの利用が困難なのであれば、住民
サービスの向上の観点からも、他の対応について積極的にご検討いた
だきたい。

花巻市、水戸
市、富士見
市、練馬区、
八王子市、小
平市、横須賀
市、豊田市、
豊中市、枚方
市、浜田市、
吉野川市、大
牟田市、久留
米市、熊本市

11_その他B　地方に対
する規制緩
和

227 電子データにより書類を保存することが可能であることが周知されれ
ば、事務の大幅な効率化が図れるため、周知に係るスケジュールにつ
いてお示しいただきたい。

茅ヶ崎市法務省戸籍事務取扱準則
第55条

電子化されているものをわざわざ紙に印刷しなくて済む
ため、コピー用紙代やプリンタのインク代など自治体の
無駄な事務経費の支払いがなくなる。またSDGsや環境
保護の観点からも無駄に紙で印刷しなくてすむため、
SDGs、環境保護にも繋がる。印刷するにも時間が掛か
るため、無駄な事務処理時間が発生することもなくな
る。

戸籍事務取扱準則第55条
において電子での保存を許
可する規定を加える又は必
要な措置を講ずること。

戸籍事務取
扱準則第55
条において
電子での保
存が可能で
あることの明
確化

【現行制度について】
戸籍事務取扱準則第55条に（９）戸籍に関する指示、通知、回答書類つづり、（21）戸籍に関する
往復書類つづり（指示、通知、回答書類を除く。）が規定されているため、全て電子メールで通知
され電子化されているにも関わらず全て紙で印刷し綴っている。また、法務局による現地指導に
おいて、（９）（21）に該当する書類は全て紙で印刷し発収簿番号を取得して保存するように指摘
を受けているため、市町村判断で電子での保存のみに切り替えることができない。
【支障事例】
戸籍事務取扱準則第55条に（９）戸籍に関する指示、通知、回答書類つづり、（21）戸籍に関する
往復書類つづり（指示、通知、回答書類を除く。）が規定されているため、毎年200件近くある法
務局からの通知を添付ファイルを含め紙で印刷している。
【制度改正の必要性】
当市では支所、出張所窓口でも法務局から戸籍事務取扱準則第55条に基づき、紙での保管を
法務局から求められているため、法務局からの通知を全て印刷し、毎年数千枚以上の紙を保管
しており、印刷する時間及び保管管理の事務負担が多く、対応に苦慮している実態がある。昨年
度も管轄の支局に相談したが、戸籍事務取扱準則第55条が改正されない限り紙での保管を求
める運用に変動がない旨の回答があった。
【支障の解決策】
戸籍事務取扱準則第55条において電子での保存が可能であることを明確化することで解決する
と考える。

戸籍事務取扱準則制定標準第55条の規定は、電子データにより書類
を保存することを否定する趣旨のものではないところ、当該趣旨につい
て法務局及び市区町村に対し周知することとしたい。

○(９)は10年、（21）は３年保存が必要だが、電子データがあるにも関わらず紙に印刷し保存し続けるのは、経費や
事務スペースの面でも非効率である。電子ファイルでも発収簿番号を取って保存する事は可能なので、対応の変
更を求めたい。
○電子決裁の導入で公文書の電子化による管理が進んでいるが、戸籍関係書類については、電子決裁後、紙で
の出力し、２重で管理している状態であり、非効率である。
○電子化が進む現在において、紙媒体での保存は著しく非効率である。
○令和４年度から当市においても文書管理・電子決裁システムを導入しており、同様の課題が生じている。



法務省　令和４年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

対応方針の措置（検討）状況

令和４年の地方からの提案等に関する対応方針（令和４年12月20日閣議決定）記載内容各府省からの第２次回答提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）地方六団体からの意見各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解

－ － お示しいただいている支障事例の解決策として、婚姻届が旧氏の記載
を求める者の住所地又は住所地となる市町村（婚姻届と転入届を合わ
せて提出した場合における提出先市町村）に提出されたのと同時に、
住民票に旧氏の記載を求める場合において、婚姻届の提出とは別に
再度来庁することによる住民の負担が生じないよう、婚姻届が受理さ
れ、新しい戸籍が編製される蓋然性が高く、新氏での住民票が作成で
きると市町村が判断する場合には、旧氏の記載を求める者が婚姻前
の戸籍謄本等を添付することにより、市町村長が住民票に旧氏を記載
することが可能であるとの解釈を明確化し、地方公共団体へ通知する
こととしたい。
また、戸籍謄本等の取得についても、戸籍法の一部を改正する法律
（令和元年法律第17号）による改正後の戸籍法第120条の２により、本
籍地の市町村以外の市町村の窓口でも、戸籍謄本等の請求が可能と
なることから、旧氏の記載を求める際に本籍地の市町村と住所地又は
住所地となる市町村が異なる場合であっても、容易に戸籍謄本等を取
得できるようになるため、婚姻届と同時に旧氏の記載を求める場合の
みならず、その他の場合で旧氏の記載を求める場合においても、住民
負担は軽減され、住民サービスの向上に繋がるものと考えている。

５【総務省（７）】【法務省（２）】
戸籍法（昭22法224）及び住民基本台帳法（昭42法81）
婚姻の届出（戸籍法74条）と同時に住民票に旧氏の記載を求める場合
（住民基本台帳法施行令30条の14）の戸籍謄本等の添付については、
申請者の利便性の向上に資するよう、婚姻前の戸籍謄本等を添付する
ことが可能であることを、地方公共団体に通知する。
［措置済み（令和４年12月５日付け総務省自治行政局住民制度課長通
知）］

５【法務省】
（１）戸籍法（昭22法224）
（ⅰ）戸籍事務における帳簿及び書類つづりの保存（戸籍事務取扱準
則制定標準（平16法務省民事局長）55条）については、電子データによ
る保存が可能であることを明確化し、法務局及び地方法務局並びに市
区町村に通知する。
［措置済み（令和４年11月18日付け法務省民事局民事第一課補佐官
事務連絡）］

年内に周知することとしたい。－－
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